
独立行政法人日本原子力研究開発機構の平成１８年度に係る業務の実績に関する評価

全体評価

①評価結果の総括

（イ）１８年度の業務実績は全般的に計画どおり進んでおり、中期計画を十分に達成し得る可能性が高いと判断される。

（ロ）高速増殖炉サイクル実用化戦略調査研究の成果を我が国の高速増殖炉サイクル技術の研究開発方針に反映できたこと、Ｉ
ＴＥＲ計画を進めるに当たり国際的に先導的役割を果たしたこと、量子ビーム技術開発において革新的な成果を得たことは
高く評価できる。（項目別評価Ｎｏ．１、Ｎｏ．７、Ｎｏ．９参照）

＜参考＞
・業務運営の効率化：Ａ ・業務の質の向上：Ａ ・財務内容の改善：Ａ 等

②評価結果を通じて得られた法人の今後の課題

原子力施設の廃止措置について、一部遅れが見られる
ものの、平成１８年度の業務実績としては概ね計画どお
り進捗しており、研究開発及び柔軟かつ効率的な組織運
営の引き続き一層の推進が望まれる。

③評価結果を踏まえ今後の法人が進むべき方向性

引き続き、業務を着実に推進するとともに、グッドプ
ラクティスの事例の体系化や共有を図るなど工夫を進め、
より一層の質的改善を図ることが期待される。

④特記事項

原子力科学研究所の非管理区域における核燃料物質による汚染の問題の対応・対策については、来年度評価を行うこととする。
（項目別評価Ｎｏ．３７参照）
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項目別評価総評

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する
　　ためとるべき措置 A 　6．産学官との連携の強化と社会からの要請に対応するための活動

　1．エネルギーの安定供給と地球環境問題の同時解決を目指した原子力システムの
　　研究開発

　　(1)研究開発成果の普及とその活用の促進 Ａ A

　　(1)高速増殖炉サイクルの確立に向けた研究開発 　　(2)施設・設備の外部利用の促進 Ａ A

　　　1)高速増殖炉サイクルの実用化戦略調査研究 Ａ S 　　(3)原子力分野の人材育成 Ａ A

　　　2)高速増殖原型炉「もんじゅ」における研究開発 Ｂ A 　　(4)原子力に関する情報の収集、分析及び提供 Ａ A

　　　3)プルトニウム燃料製造技術開発 Ａ A 　　(5)産学官の連携による研究開発の推進 Ａ A

　　(2)高レベル放射性廃棄物の処理・処分技術に関する研究開発 　　(6)国際協力の推進 Ａ A

　　　1)地層処分研究開発 　　(7)立地地域の産業界等との技術協力 Ａ A

　　　2)深地層の科学的研究 　　(8)社会や立地地域の信頼の確保に向けた取り組み Ａ A

　　(3)原子力システムの新たな可能性を切り開くための研究開発 　　(9)情報公開及び広聴・広報活動 Ａ A

　　　1)分離・変換技術の研究開発 Ａ A Ⅱ．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 A

　　　2)高温ガス炉とこれによる水素製造技術の研究開発 Ａ A 　1．柔軟かつ効率的な組織運営 Ａ A

　　　3)核融合エネルギーを取り出す技術システムの研究開発 Ａ S 　2．統合による融合相乗効果の発揮 Ａ A

　　(4)民間事業者の原子力事業を支援するための研究開発 Ｓ A 　3．産業界、大学、関係機関との連携強化による効率化 Ａ A

　2．量子ビームの利用のための研究開発 　4．業務・人員の合理化・効率化 Ａ A

　　(1)多様な量子ビーム施設・設備の戦略的整備とビーム技術開発 Ａ S 　5．評価による業務の効率的推進 Ａ A

　　(2)量子ビームを利用した先端的な測定・解析・加工技術の開発 Ｓ A Ⅲ．予算(人件費の見積りを含む。)、収支計画及び資金計画 A

　　(3)量子ビームの実用段階での本格利用を目指した研究開発 Ａ A 　1．予算

　3．原子力の研究、開発及び利用の安全の確保と核不拡散に関する政策に貢献する
　　ための活動

　2．収支計画

　　(1)安全研究とその成果の活用による原子力安全規制行政に対する技術的支援 Ａ A 　3．資金計画

　　(2)原子力防災等に対する技術的支援 Ａ A 　4．財務内容の改善に関する事項 Ａ A

　　(3)核不拡散政策に関する支援活動 Ａ A Ⅳ．短期借入金の限度額 － －

　4．自らの原子力施設の廃止措置及び放射性廃棄物の処理・処分に係る技術開発 Ⅴ．重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 － －

　　(1)原子力施設の廃止措置に必要な技術開発 Ⅵ．剰余金の使途 － －

　　(2)放射性廃棄物の処理・処分に必要な技術開発 Ⅶ．その他の業務運営に関する事項 A

　5．原子力の研究、開発及び利用に係る共通的科学技術基盤の高度化 　1．安全確保の徹底と信頼性の管理に関する事項 Ａ A

　　(1)原子力基礎工学 Ａ A 　2．施設・設備に関する事項 Ａ A

　　(2)先端基礎研究 Ａ A 　3．放射性廃棄物の処理・処分並びに原子力施設の廃止措置に関する事項 Ａ B

　4．人事に関する計画 Ａ A

※当該中期目標期間の初年度から経年変化を記載。

項目名
中期目標期間中の評価の経年変化※

項目名
中期目標期間中の評価の経年変化※

独立行政法人日本原子力研究開発機構の平成１８年度に係る業務の実績に関する評価

Ａ

Ａ

Ａ

A

A

A
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【参考資料１】予算、収支計画及び資金計画に対する実績の経年比較（過去５年分を記載）

区分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 区分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
収入 支出
　運営費交付金 76,747 161,838 　一般管理費 8,262 19,076
　施設整備費補助金 6,003 26,854 　事業費 77,292 141,389
　国際熱核融合実験炉研究費補助金 0 1,241 　施設整備費補助金経費 11,533 28,149
　その他国庫補助金 0 0 　国際熱核融合炉研究費補助金経費 0 1,239
　受託等収入 12,551 14,568 　受託等経費 13,759 14,463
　その他の収入 4,756 3,643 　借入償還金 0 0
　計 100,057 208,145 　計 110,845 204,316

区分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 区分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
費用 収益
　経常費用 84,419 158,929 　運営費交付金収益 63,546 142,353
　　事業費 73,682 140,269 　補助金収益 9,281 1,173
　　一般管理費 3,083 5,656 　受託等収入 6,897 11,333
　　受託等経費 7,046 10,835 　その他の収入 6,448 7,267
　　減価償却費 608 2,169 　資産見返負債戻入 153 1,206
　財務費用 62 86 　臨時利益 64 89
　雑損 234 949
　臨時損失 64 89
　計 84,779 160,053 　計 86,390 163,421

純利益 1,610 3,369
法人税、住民税及び事業税 95 59
目的積立金取崩額 - -
総利益 1,515 3,310

（単位：百万円）

（単位：百万円）

備考（指標による分析結果や特異的なデータに対する説明等）
　会計期間の平年度化（平成17年度は半年決算）により、収入、支出とも総額において概ね倍増している。

備考（指標による分析結果や特異的なデータに対する説明等）
　会計期間の平年度化（平成17年度は半年決算）により、費用、収益とも総額において概ね倍増している。
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区分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 区分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
資金支出 資金収入
　業務活動による支出 77,678 149,440 　業務活動による収入 91,153 179,172
　投資活動による支出 21,896 55,503 　　運営費交付金による収入 76,747 161,838
　財務活動による支出 7,703 4,965 　　受託等収入 5,223 10,341
　翌年度への繰越金 21,357 20,607 　　その他の収入 9,184 6,993

　投資活動による収入 6,641 29,985
　　施設整備費による収入 6,003 26,854
　　その他の収入 638 3,130
　財務活動による収入 0 0
　前年度よりの繰越金 30,839 21,357

　計 128,634 230,514 　計 128,634 230,514

【参考資料２】貸借対照表の経年比較（過去５年分を記載）

区分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 区分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
資産 負債
　流動資産 57,043 63,656 　流動負債 36,292 46,480
　固定資産 775,463 726,022 　固定負債 21,874 57,100

　負債合計 58,167 103,580
資本
　資本金 808,594 808,594
　資本剰余金 △ 35,771 △ 127,321
　利益剰余金 1,515 4,825
　（うち当期未処分利益） (1,515) (2,775)

　資本合計 774,339 686,098
　資産合計 832,506 789,678 負債・資本合計 832,506 789,678

備考（指標による分析結果や特異的なデータに対する説明等）
　　減価償却費及び新たに導入された減損会計による減損損失額が大きかったため資産の残高が減少した。
　　主務省令の規定により特定を受けた資産（主に承継資産であり、当該資産に係る減価に対する収益の獲得が見込めないものとされた資産）から発生する減価償却費については、独法会計基準の規定に基づ
き、損益計算書上の費用ではなく、損益外減価償却費として資本剰余金に減額計上している。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

備考（指標による分析結果や特異的なデータに対する説明等）
　　会計期間の平年度化（平成17年度は半年決算）により、の支出、収入とも総額において概ね倍増している。
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【参考資料３】利益（又は損失）の処分についての経年比較（過去５年分を記載） （単位：百万円）

区分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
Ⅰ　当期未処理利益（△当期未処理損失） △ 535 △ 422
　当期総利益（△当期総損失） △ 535 113
　前期繰越欠損金 - △ 535

Ⅱ　利益処分額 2,050 3,196
　積立金 2,050 3,196
　独立行政法人通則法第４４条第３項により - －
　主務大臣の承認を受けた額

【参考資料４】人員の増減の経年比較（過去５年分を記載） （単位：人）

職種 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
定年制研究系職員 1606 1,155
任期制研究系職員 176 136
定年制事務・技術系職員 2732 3,093
任期制事務・技術系職員 342 334

備考（指標による分析結果や特異的なデータに対する説明等）
　　１８年度の当期総利益は、一般勘定において受託研究収入等により発生したものであり、前期繰越欠損金の一部を相殺した。また、１８年度の積立金は、電源利用勘定において再処理施設収入、受託研究収
入等により発生した利益を積立金として計上したものである。

備考（指標による分析結果や特異的なデータに対する説明等）
定年制職員については、中期計画に基づき計画的な人員の合理化に取り組んでおり、１８年度において９０人を削減した。
なお、平成17年度は統合に伴い旧法人の職種区分（研究、技術、事務）を暫定的に継承し、新法人の職種区分並びに研究員・技術員制度の理解浸透を図るための補正期間を設けていたが、平成18年度におい
て原子力機構として職種区分の見直しを実施した。
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【評価の基準】

Ｓ：

Ａ：

Ｂ：

Ｃ：

Ｆ：

No. 評価項目 評価の視点 平成１８年度実績 評価 留意事項

Ａ －

1
Ⅰ.１.(１).１）
高速増殖炉サイクルの
実用化研究開発

○年度計画に基づき高速増殖炉サイク
ル実用化戦略調査研究の新たな段階に
移行するための準備等を進めたか。
○国の各種方針との整合は取れている
か。
○電気事業者、メーカー、大学等との
密接な連携のもとに研究開発が実施さ
れているか。
○軽水炉サイクルから高速増殖炉サイ
クルへの合理的な移行の在り方の検討
がされているか。
○海外の機関や国際協力計画との連携
は適切か。

○年度計画に基づき、平成17年度末に取りまとめた成果について文部科学省で評価を受け、
我が国としての今後の研究開発の方針が示された。これまでの成果の国の施策への大きな貢
献であり、調査研究の段階から実用化に集中した研究開発へと大きく前進した。また、新た
な段階に移行することを踏まえ、今後の開発目標を見直すとともに、外部の専門家等で構成
する評価委員会で今後5年間の研究開発計画等について妥当との評価を受けている。
内部の体制強化として推進本部を設置するとともに当事業推進の組織の見直しが行われてい
る。さらに、機構が有する広範な研究開発能力を有効活用することで、より効率的に研究開
発を実施するため、機構内に連携推進会議を設置し、次世代原子力システム研究開発部門と
他の研究開発部門が連携・協議しつつ進められる体制を整備し、有機的な連携が強化されて
いる。
○実証・実用化段階への円滑な移行が図れるように、国や電気事業者等で構成される五者協
議会や学識経験者を加えた実証プロセス研究会が新たに設置された。これまでに高速増殖炉
開発中核企業選定、実証炉を中心にした研究開発の中間的な論点整理に主体的に取り組み、
連携体制の強化に貢献している。
○軽水炉サイクルから高速増殖炉サイクルへの合理的な移行の在り方についての課題の整理
を行うなどの検討が行われている。
○二国間協力や多国間協力の枠組み（第四世代原子力システムに関する国際フォーラム、国
際原子力エネルギー・パートナーシップ）に参画し、ナトリウム冷却高速炉に関する計画を
リードして取りまとめるなど、先導的に取り組まれている。

Ｓ

高速増殖炉サイクル実用化戦略調査研究から
高速増殖炉サイクル実用化研究開発へ研究段
階をステップアップすることができたこと、
高速増殖炉サイクル実用化戦略調査研究の成
果を、我が国の高速増殖炉サイクル技術の研
究開発方針に反映できた功績は顕著である。
ＯＤＳフェライト鋼の開発に目処をつけた意
義は大きい。原子力委員会の基本方針で要請
されている「研究開発成果が性能目標を満足
する可能性についての国内外の専門家による
レビュー、プロジェクトレビュー及びマネジ
メントレビューを行う体制の充実」を図ると
ともに、内部レビューや五者協議会での検討
に反映させつつより研究を加速することを期
待する。また、技術のイノベーションに結び
つくよう配慮することを期待する。今後と
も、ＧＮＥＰ等の国際協力に取り組み、日本
の技術が国際標準となるよう引き続き努力し
てくことを期待する。

評価委員会として業務運営の改善その他の勧告を行う必要がある。
（客観的基準は事前に設けず、業務改善の勧告が必要と判断された場合に限りＦの評定を付す。）

独立行政法人日本原子力研究開発機構の平成１８年度に係る業務の実績に関する評価

特に優れた実績を上げている。
（客観的基準は事前に設けず、法人の業務の特性に応じて評定を付す。）

中期計画通り、または中期計画を上回って履行し、中期目標に向かって順調、または中期目標を上回るペースで実績を上げている。
（当該年度に実施すべき中期計画の達成度が１００％以上）

中期計画通りに履行しているとは言えない面もあるが、工夫や努力によって、中期目標を達成し得ると判断される。
（当該年度に実施すべき中期計画の達成度が７０％以上１００％未満）

中期計画の履行が遅れており、中期目標達成のためには業務の改善が必要である。
（当該年度に実施すべき中期計画の達成度が７０％未満）

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

項目別－1



No. 評価項目 評価の視点 平成１８年度実績 評価 留意事項

2

Ⅰ.１.(１).2）
高速増殖原型炉「もん
じゅ」における研究開
発

○年度計画に基づき、運転再開に向け
た準備は着実に行われたか。
○社会や立地地域の信頼性向上に向け
た取り組みが行われているか。
○国際的な高速増殖炉サイクル技術開
発の中核としての役割を果たしている
か。

○年度計画に基づき、ナトリウム漏えいに対する改善工事等が行われるとともに、工事が終
了した機器や設備から順次、工事確認試験を進められている。また、運転再開に向けた設備
の点検・整備や性能試験の準備が進められている。
○双方向の対話活動である「さいくるミーティング」の実施やホームページを利用した工事
の進捗状況の公開、事故・トラブル事例集の公表を行うなど、社会や立地地域の信頼性向上
に向けた取り組みが行われている。
○第四世代原子力システムに関する国際フォーラムにおける「もんじゅ」を利用した国際共
同研究に向けた調整や、日仏二国間協力協定に基づく協力項目の確定等、国際的な高速増殖
炉サイクル技術開発の中核としての役割を果たすための取り組みが行われている。

Ａ

改良工事と工事確認試験は、計画に基づいて
順調に実施されている。今後、プラント確認
試験、性能試験を安全第一で無事にやり遂げ
ることを期待する。事故・トラブルを想定し
た事例集の作成公表など、原子力機構の努力
により、地元への信頼感は深まっている。世
界のＣＯＥとしての活動に取り組み、国際的
な知名度を高めることに努め、地元の期待に
応えるよう配慮するとともに、安全対策や地
元対策などについてのグッドプラクティスの
事例の体系化を進めることを期待する。

3
Ⅰ.１.(１).3）
プルトニウム燃料製造
技術開発

○年度計画に基づき「常陽」の燃料供
給を行うとともに「もんじゅ」に燃料
供給するための技術の確立を行った
か。
○民間事業者への技術移転の役割を果
たしているか。

○年度計画に基づき、今後の「もんじゅ」燃料製造の基本的な条件が把握されている。また
プルトニウムの輸送原型容器の製作を完了させるとともに、受入れ設備の技術的な成立性の
見通しが得られている。「常陽」燃料については、燃料集合体等の部材の調達を進め、製造
が開始されている。
○民間事業者への技術移転については、要請に応じて技術者の派遣や民間事業者から受け入
れた運転員の教育訓練、実規模MOX確証試験等が行われている。 Ａ

計画に基づき、「もんじゅ」燃料の製造設備
について基本的な性能・特性が確認できたこ
とは順調に進捗していると評価できる。「も
んじゅ」「常陽」向けの燃料の開発、製造を
推進するとともに、今後着手される民間ＭＯ
Ｘ製造に対する技術移転・支援を着実に遂行
することを期待する。

4

Ⅰ.１.(2）
高レベル放射性廃棄物
の処理・処分技術に関
する研究開発

○年度計画に基づき、処分場の設計・
安全評価の信頼性向上のための地層処
分研究開発を行うとともに、東濃地科
学センター及び幌延深地層研究セン
ターにおける深地層の研究施設計画を
進めるなど、深地層の科学的研究を
行ったか。
○理解促進のための取り組みがなされ
ているか。
○地層処分事業を支援する取り組みが
なされているか。
○国の安全規制を支援する取り組みが
なされているか。
○関係機関との連携や研究開発成果の
体系化に向けた取り組みがなされてい
るか。

○年度計画に基づき、銅製オーバーパックの長期性能にとって重要な環境条件や安全評価シ
ナリオ導入のための客観的な手法等の成果を報告書として公表するなど、地層処分研究開発
が行われている。また、2つの深地層の研究施設計画を進め、地上からの調査研究段階の成
果を概要調査の技術基盤として取りまとめるとともに、坑道掘削時の調査研究が進められて
いる。
○地層処分事業への支援については、地層処分基盤研究開発調整会議に参画し、地層処分事
業者の動向やニーズを踏まえ、他の研究開発機関と連携し、地層処分基盤研究開発に関する
全体計画を策定するなどの取り組みが行われている。
○国の安全規制への支援に向けては、地層処分基盤研究開発調整会議において規制関連機関
の動向を踏まえた取り組みが行われている。
○国内の研究開発機関と連携し、研究開発戦略の具体化、連携・協力、成果の体系化等に向
けた検討を進め、地層処分基盤研究開発に関する全体計画を策定するなどの取り組みが行わ
れている。また、海外の研究機関との地下研究施設等を活用した共同研究やOECD/NEAのデー
タベースプロジェクトに参加するなどの国際協力が行われている。

Ａ

東濃及び幌延において坑道掘削工事が行わ
れ、関連したデータも取得されるなど計画ど
おり遂行し、中期目標に向かって順調なペー
スで進んでいる。施設見学や広報活動も積極
的に実施している。研究機関として中立的立
場にあることを自覚し、その立場から国民と
接することが重要である。NUMO等との適切な
関係と協力の下、研究開発機関としての原子
力機構が、高レベル放射性廃棄物の地層処分
技術に関する研究開発の現状・科学的事実を
分かり易く情報発信し、国民の理解醸成に貢
献していくことを期待する。

5
Ⅰ.１.(3).1）
分離・変換技術の研究
開発

○年度計画に基づき高速増殖炉サイク
ル技術及び加速器駆動システムを用い
た分離変換技術の研究開発を行った
か。
○統合効果を生かし、高速増殖炉サイ
クル実用化戦略調査研究と連携のとれ
た研究開発を行っているか。
○海外の機関や国際機関との連携は適
切か。

○年度計画に基づき、TRU核種の熱中性子捕獲断面積の測定及び解析、混合窒化物の熱拡散
率等の熱物性データの世界に先駆けた取得等、高速増殖炉サイクル技術及び加速器駆動シス
テムを用いた分離・変換技術の研究開発が行われている。
○高速増殖炉導入期におけるNa冷却MOX燃料炉心のMA核変換特性予測精度の向上についての
予備検討を行うなど、高速増殖炉サイクル実用化研究開発と連携のとれた研究開発が行われ
ている。
○オークリッジ国立研究所やカリフォルニア大学、ベルギー原子力研究所等、海外の研究機
関と連携して進められている。

Ａ

計画どおり遂行し、中期目標に向かって順調
なペースで実績を上げていると認められる。
分離・変換技術は高速増殖炉サイクル実用化
研究開発や高レベル放射性廃棄物処分技術開
発との連携を一層高め、俯瞰的な観点から研
究開発を進めることにより成果を挙げていく
ことを期待する。

項目別－2



No. 評価項目 評価の視点 平成１８年度実績 評価 留意事項

6

Ⅰ.１.(3).2）
高温ガス炉とこれによ
る水素製造技術の研究
開発

○年度計画に基づき高温ガス炉の技術
基盤の確立を目指した研究開発を行う
とともに核熱による水素製造の技術開
発を行ったか。
○産業界との連携は十分とられている
か。
○海外の機関や国際機関との連携は適
切か。

○年度計画に基づき、HTTRにおいて異常事象を模擬した試験を行い、高温ガス炉の優れた安
全性を実証するなどの成果が得られている。また、HTTR-ISシステムについて1000m3/h規模
のISプロセスの基本構成を決定し、構成機器の概念設計書をまとめるなどの成果が得られて
いる。
○高温ガス炉将来展開検討会や高温ガス炉プラント研究会等に参加・協力し、産業界や大学
等との連携が図られている。
○第四世代原子力システムに関する国際フォーラムの超高温ガス炉に関する国際共同研究の
システム取決め締結、国際原子力研究イニシアチブの先進高温ガス炉用燃料粒子の照射特性
評価に関する共同プロジェクトへの参画等、海外機関や国際機関との連携が図られている。

Ａ

計画に沿って着実に実施している。高温ガス
炉が受け入れられる条件、高温ガス炉による
水素製造が実現化する条件などを示しなが
ら、研究開発を進めることが重要である。ま
た、他の技術と比較し、競争力を評価するこ
とが必要である。

7

Ⅰ.１.(3).3）
核融合エネルギーを取
り出す技術システムの
研究開発

○年度計画に基づき国際熱核融合実験
炉（ＩＴＥＲ）計画を支援するととも
に炉心プラズマ及び核融合工学の研究
開発を行ったか。
○ITER計画や幅広いアプローチ（Ｂ
Ａ）の実施に当たり、大学、研究機
関、産業界の意見や知識の集約を図る
取り組みは行われているか。
○ITER計画やＢＡなどの国際協力にお
いて十分な貢献が行われているか。
○ITER計画やＢＡに我が国の研究者が
円滑に参加できるような態勢に向け
て、核融合フォーラムとの連携により
国の取り組みを支援しているか。
○我が国の技術基盤の向上に貢献して
いるか。

○年度計画に基づき、ITER建設の共同実施やBA計画の具体化に向けた支援･協力活動を実施
するとともに、定常高ベータ化計画を大きく進展させる発見や遠隔地からの核融合実験、増
殖ブランケット第一壁製作手法妥当性の確認等、ITER及びBA計画の推進を支える炉心プラズ
マ及び核融合工学の成果が得られている。
特に、ITER機構設立に向けた暫定機構への人員派遣、国内の意見や知識の集約、国内体制構
築への支援、ITER調達準備やBAサイト準備推進等の活動が結実し、ITER協定及びBA協定が署
名され、核融合研究開発計画の国際的な前進につながった。
○ITER及びBA計画の実施にあたり核融合フォーラム活動等を通じて大学、研究機関、産業界
の意見や知識を集約し、国際的な会合の議論に反映させている。さらに、広く国内の大学、
研究機関の研究者を委員とする委員会を設置するなど、連携の強化に努めている。
○ITER計画では、国際分担作業の着実な実施、国際チームや暫定機構への人材派遣等の国際
貢献をしている。また、機構内の体制を整備し、ITER調達準備やBAサイト準備の国際協力活
動が組織的に進められている。さらに、国際イニシアティブの確保を目指して多様な国際協
力活動が積極的に展開されている。
○ITER及びBA計画の本格着手に向け、大学、研究機関、産業界との連携のあり方等について
核融合フォーラムの発展的改組の検討を支援し、国の体制整備に貢献している。
○プラズマ加熱技術、超伝導導体圧縮成型技術、第一壁製作技術等、世界を先導する技術開
発成果を上げ、我が国の技術基盤の向上に貢献している。

Ｓ

JT-60を用いた高性能プラズマ実験および炉工
学技術の開発研究によって、国際共同計画策
定に決定的な貢献をなし、主導的立場を確保
するに至ったと言える。今後、ITER計画を進
めるに当たり、JT-60による研究成果が極めて
大きな役割を果たすことが期待でき、国際的
に先導的役割を原子力機構が果たしたことは
高く評価できる。さらに工学研究等の分野に
おいても世界を先導する成果とイニシアティ
ブの確保を期待する。

8

Ⅰ.１.(4)
民間事業者の原子力事
業を支援するための研
究開発

○年度計画に基づき民間事業者の原子
力事業を支援するための研究開発を実
施したか。
○民間事業者から提示された技術的課
題の解決に貢献したか。

○年度計画に基づき、「ふげん」ウラン-プルトニウム混合酸化物（MOX）使用済燃料を用い
た再処理試験や、改良型ガラス溶融炉の安定運転性に係るデータの採取を行うなど、民間事
業者を支援する研究開発が行われている。
○高減容ガラス固化技術開発やガラス溶融炉の解体技術開発等、電気事業者等との共同研究
を通じて、技術的課題の解決に貢献している。

Ａ

民間事業者との協力関係が進む中で、技術移
転が着実に行われている。高レベル廃液のガ
ラス固化処理技術は原子力機構の開発技術が
六ヶ所再処理プラントに採用された代表例で
あり、六ヶ所の核燃料サイクル事業が着実に
進展するよう、研究開発とその成果の民間へ
の移転が円滑に進められることを期待する。
高燃焼度燃料再処理試験の着手に向けた積極
的な取組を期待する。また、研究開発ニーズ
の掘り起こし方法、研究開発成果の定着方法
について検討するとともに、ガラス固化技術
の維持・継承の方策についての検討が重要で
ある。

項目別－3



No. 評価項目 評価の視点 平成１８年度実績 評価 留意事項

9

Ⅰ.2.(１)
多様な量子ビーム施
設・設備の戦略的整備
とビーム技術開発

○年度計画に基づき量子ビーム施設の
整備及びビーム技術開発を行ったか。
○Ｊ－ＰＡＲＣの建設に当たり、高エ
ネルギー研究所との連携は適切か。
○Ｊ－ＰＡＲＣの建設に当たり、立地
地域の行う研究活動・産業利用促進と
連携がとられているか。
○量子ビームの利用技術の開発につい
て産業界、大学等との連携はとられて
いるか。

○年度計画に基づき、リニアックの性能試験や3GeVシンクロトロンの整備、物質・生命科学
実験施設の建設工事終了等、量子ビーム施設の整備が進められている。またビーム技術開発
では、径1μｍ以下の数百MeV級重イオンビームの形成に成功するなど、世界に例のない高い
成果が達成されている。さらに、がん治療用等の超小型加速器の実現に向け、レーザー駆動
MeV級陽子の発生と単色化に成功している。
○平成17年度に新設したJ-PARCセンターによって高エネルギー加速器研究機構との連携が強
化され、J-PARC建設が世界的に見ても順調に進み、リニアック建設においては次年度予定の
181MeV所期エネルギーまでの加速性能の確認が達成されている。
○J-PARCの建設に当たり、茨城県が設置予定の中性子実験装置の設計、整備を支援するとと
もに、中性子・ミュオン利用促進連絡会議を設置するなど、利用促進に向けた活動が強化さ
れている。
○パルス中性子の磁気集光光学システムに関する開発を国内外の大学等と共同で進め、パル
ス冷中性子の集光の原理実証に世界に先駆けて成功するなどの成果をあげている。

Ｓ

がん治療用等の超小型加速器の実現に向け、
レーザー駆動MeV級陽子の発生と単色化に成功
したこと、リニアック建設において次年度予
定の181MeV所期エネルギーまでの加速性能の
確認が達成されたことは高く評価できる。量
子ビーム施設の活用に向けたプラットフォー
ム作りにも努力を期待する。

10

Ⅰ.2.(2)
量子ビームを利用した
先端的な測定・解析・
加工技術の開発

○年度計画に基づき量子ビームを利用
した先端的な測定・解析・加工技術の
開発を行ったか。
○ライフサイエンスやナノテクノロ
ジー等の先端的な科学技術分野の発展
のために貢献しているか。
○機構内の他の部門と連携した研究開
発が行われているか。
○研究の成果は広く関係者に発信され
ているか。
○量子ビームの利用分野毎に産業界、
大学等との連携は行われているか。

○年度計画に基づき、特定タンパク質の機能解明のための生体高分子動的構造シミュレー
ションシステムの高度化や、磁気構造決定のための中性子偏極解析法の開発等、量子ビーム
を利用した先端的な測定・解析・加工技術開発が行われている。
特に、中性子実験によって宇宙に強誘電体の氷が存在することを世界に先駆けて明らかに
し、宇宙進化の謎を解き明かすものとして世界的な反響を呼ぶなど、新分野への量子ビーム
利用の可能性を世界に示している。
○高分解能の中性子解析データの収集による医学生物学的に重要な創薬標的タンパク質の大
型単結晶の立体構造解析の成功や、3次元偏極中性子解析装置によるナノ磁性材料の微細構
造決定等、量子ビーム利用の先端技術開発の成果を他の科学技術・学術の進歩に展開してい
る。
遺伝子資源創成やポジトロンイメージングの研究では、キク科植物新品種の作出、有用遺伝
子から産出した新タンパク質の機能解明、植物の葉中での炭素動態に関する画像データの数
理的解析に世界で初めて成功するなど、従来の研究を更に発展させた先進的な成果をあげて
いる。
○機構内の生命科学研究のポテンシャルを有機的に結集し、人的・物的資源を効果的に利用
することを目指して組織横断的な特定ユニットを創設し、活発な研究活動を展開している。
また、高速増殖炉プロジェクトに係わる個別課題の検討等、機構内他部門との連携が進めら
れている。
○研究成果をシンポジウムや研究会等を通して広く発信している。
○文部科学省の下で放射線利用振興協会が進める「中性子利用技術移転推進プログラム」の
全面的な支援や、イオンビーム育種研究会、植物機能解析イメージングに係る共同研究等、
産業界、大学等からのニーズに応える連携が盛んに行われている。
さらに、物質・材料研究機構及び理化学研究所と研究協力協定を締結し、量子ビームで世界
最高レベルを誇る国内の機器や研究力を結束させ、新たに国際競争力のあるイノベーション
創出への貢献を目指す体制を整えている。

Ａ

原子力機構内外との連携強化によって、際
立った研究ポテンシャルの発展とその具体的
成果が得られるとともに、多様な研究の中か
ら新たな発見が示されており、計画に沿って
着実に実施している。これらの研究成果はい
ずれも興味深く、今後期待される。

11

Ⅰ.2.(3)
量子ビームの実用段階
での本格利用を目指し
た研究開発

○年度計画に基づき量子ビームの実用
段階での本格利用を目指した研究開発
を行ったか。
○民間事業者への技術移転等を拡充し
実用化を促進するため産業界と密接に
連携して実用化を目指した研究開発が
行われているか。
○機構内の他の部門と連携した研究開
発が行われているか。
○研究の成果は広く関係者に発信され
ているか。

○年度計画に基づき、太陽電池発電特性の劣化シミュレーションの妥当性検証やキシレンの
無害化に最適な触媒の選定等、量子ビームの実用段階での本格利用に繋がる研究開発が行わ
れている。
○草津町及び企業と連携した温泉水中のスカンジウムの捕集試験や、群馬県地域結集型共同
研究プログラムによるゴムのような弾力を持つ生分解性ゲル体の開発等、実用化を目指した
研究開発が行われている。
特に、グラフト重合技術開発の応用として、産業界と連携し、環境負荷の少ない眼鏡ダミー
レンズの開発に道筋をつけるとともに、電力損失の極めて少ないミリ波アンテナ基板の開発
を成功に導くなどの成果をあげている。
○次世代原子力システム研究開発部門及び原子力基礎工学研究部門との連携による燃料電池
用電解質膜の水素製造プロセスへの適用や、東濃地科学センターの湧水処理の課題解決へ寄
与するなど、機構内プロジェクト推進部門と連携した研究開発が量子ビーム応用研究部門に
おいて行われている。
○地域産業発展への貢献を目指した文部科学省連携融合事業への参画のほか、宇宙航空研究
開発機構との共催による国際ワークショップや応用物理学会研究会の開催等、研究成果の発
信に努めている。

Ａ

産業界や地域ニーズを反映した技術開発を実
施している。有用金属の捕集は最近始まった
元素戦略に沿うものであり、かつ原子力機構
でなくてはできない技術開発である。機構内
の他部門との連携が評価される。今後、さら
に積極的に延ばすことを期待する。

項目別－4



No. 評価項目 評価の視点 平成１８年度実績 評価 留意事項

12

Ⅰ.3.(１)
安全研究とその成果の
活用による原子力安全
規制行政に対する技術
的支援

○年度計画に基づき原子力安全委員会
の定める「原子力の重点安全研究計
画」等に沿って安全研究を着実に実施
したか。
○安全研究の成果に基き、中立的な立
場から安全規制に対して技術的貢献が
行われたか。
○行政に対する多面的な貢献が行われ
たか。
○安全研究の実施にあたって、機構内
における連携及び機構外との連携が図
られているか。

○年度計画に基づき、「原子力の重点安全研究計画」に沿って、確率論的安全評価手法の高
度化に関する研究、軽水炉燃料の高燃焼度化及び軽水炉の高度利用・高経年化に対応した安
全評価に関する研究、核燃料サイクル施設の安全性に関する研究、放射性廃棄物処分・廃止
措置の安全性に関する研究を原子力安全･保安院等からの外部資金も獲得しつつ着実に進
め、世界初の高温高圧水冷却条件下での高燃焼度燃料の反応度事故時挙動に関わる炉内実験
を実施し、次段階の高燃焼度化に向けた安全審査のためのデータを蓄積するなどの成果が得
られている。
○TRU・ウラン廃棄物の濃度上限値及びクリアランスレベル等に関する最新のパラメータに
基づく解析結果を提供するなど、原子力安全委員会や関係する規制行政庁へ科学的データが
提供されている。また、規制支援の中立性、透明性を確保するため、安全研究審議会を開催
している。
○関係行政機関等（原子力安全委員会、原子力安全・保安院、及びOECD/NEA、IAEA等の国際
機関）の多数の審査会･専門部会に参画するなどの人的貢献とともに、東京電力㈱福島第一
原子力発電所6号機において発生したハフニウム板型制御棒のひび及び破損の原因調査等、
事故・故障の原因究明等への貢献が行われている。
○安全研究については、安全研究センターが中心となり、機構内において原子力基礎工学研
究部門、地層処分研究開発部門等と連携するとともに、大学等、機構外とも連携して進めら
れている。

Ａ

機構内外との連携や安全研究の中立性に配慮
した組織運営は評価できる。「原子力の重点
安全研究計画」に沿って着実に安全研究を実
施するとともに、安全研究、開発研究の根っ
こは同じであることを認識しつつ、今後さら
に連携を進めることを期待する。なお、安全
研究を通じた各分野における専門家の人材育
成も必要である。

13
Ⅰ.3.(2)
原子力防災等に対する
技術的支援

○年度計画に基づき原子力防災等に対
する技術的支援を行ったか。
○関係行政機関及び地方公共団体の原
子力災害対策の強化に貢献している
か。

○年度計画に基づき、自ら原子力防災訓練を実施するほか、国や地方公共団体の実施する原
子力防災訓練に参加するなど、原子力災害時の技術支援活動が行われている。また国や地方
公共団体による防災計画策定に役立てるための防護対策実施上の課題の抽出、緊急時意思決
定支援手法等の検討が実施されている。
○関係行政機関や自治体等からの要請に応じ、原子力災害時の情報共有等の高度化を図った
ほか、原子力防災に関する調査・研究、訓練、研修を行うなど、原子力災害対策の強化に寄
与している。

Ａ

計画に沿って実施しており、今後とも、着実
に実施することを期待する。

14
Ⅰ.3.(3)
核不拡散政策に関する
支援活動

○年度計画に基づき核不拡散政策に関
する支援活動を実施したか。
○関係行政機関、国際原子力機関を支
援するための技術開発を実施するとと
もに、関係行政機関の要請に応えた核
不拡散政策立案に役立つ政策研究を実
施しているか。

○年度計画に基づき、核不拡散科学技術国際フォーラムの開催、先進的保障措置システムの
検討、衛星情報を利用した保障措置の高度化の調査等、核不拡散政策に関する支援活動が行
われている。
○国、IAEAへの技術支援、関係行政機関への非核化支援のための保障措置技術開発が実施さ
れている。また、関係行政機関の要請に応じて核不拡散に関する受託調査、情報提供等が行
われている。なお、北朝鮮核実験時に行った放射性核種データの解析等の支援活動に対し、
外務大臣より感謝状を受領している。

Ａ

計画に基づき、積極的に核不拡散政策に関す
る支援活動を行うと共に、関係機関支援の技
術開発を行っている。国からの受託研究で核
不拡散政策立案に役立つ政策研究を行い貢献
したと評価できる。非核兵器国である我が国
で、この活動は極めて重要な意味があり、今
後も国内関係機関、大学等と連携して進める
ことを期待する。また、IAEAへの技術支援等
を通じた核不拡散体制の維持･強化に引き続き
努めることを期待する。

15

Ⅰ.4.
自らの原子力施設の廃
止措置及び放射性廃棄
物の処理・処分に係る
技術開発

○年度計画に基づき自らの原子力施設
の廃止措置に必要な技術開発及び放射
性廃棄物の処理処分に必要な技術開発
を行ったか。
○機構が将来負担するコストの低減に
対して配慮されているか。

○年度計画に基づき、ふげん、ウラン濃縮施設、再処理特別研究棟に関する廃止措置技術開
発が行われるとともに、廃棄体の放射能測定技術開発等、処理処分技術開発が進められてい
る。
○合理的な廃止措置を行うための廃止措置統合エンジニアリングシステム、クリアランスレ
ベル検認評価システムの開発や処理処分コストの低減を図るための廃棄体化処理技術開発や
廃棄物管理システム等の開発が進められている。 Ａ

廃止措置および放射性廃棄物の処理・処分に
関する技術開発が着実に行われている。合理
的な廃止措置や放射性廃棄物処理処分の研究
開発は、今後とも原子力の研究開発を継続し
ていく上で必須のものであり、予算が厳しい
状況のなか、負の遺産処理という消極的な取
組でなく、必須な技術開発として、コスト低
減に留意しつつ積極的に取り組んでいくこと
を期待する。

項目別－5



No. 評価項目 評価の視点 平成１８年度実績 評価 留意事項

16
Ⅰ.5.(１).
原子力基礎工学

○年度計画に基づき原子力研究開発の
基盤を形成し、新たな原子力利用技術
を創出するため原子力基礎工学研究を
実施したか。
○我が国の原子力の研究、開発及び利
用の基盤を形成するとの観点から産業
界、大学等との連携は十分行われてい
るか。
○統合効果を生かし、機構内の他の部
門との連携が十分行われているか。
○成果の活用を視野に入れ、ｽﾃｰｸﾎﾙ
ﾀﾞｰを意識した研究開発活動が進めら
れているか。

○年度計画に基づき、原子力の共通的科学技術基盤の高度化のための核工学、炉工学、材料
工学、核燃料・核化学工学、環境工学、放射線防護、放射線工学、シミュレーション工学、
高速増殖炉サイクル工学の各分野の原子力基礎工学研究が着実に実施されている。
○多くの大学、研究機関、メーカー等と連携・協力しており、原子力の研究、開発及び利用
の基盤形成への取り組みが図られている。
○高速増殖炉用機器開発、炉内機器用フェライト鋼の照射挙動評価、再処理施設用材料開発
やシミュレーション工学の研究において、原子力基礎工学研究部門、次世代原子力システム
研究開発部門、システム計算科学センター等の間で連携が図られている。
○機構内の研究開発部門を始め、民間企業、各研究分野の学会、研究者等をステークホル
ダーとして意識し、機構の成果が活用されるようマネジメントが行われている。

Ａ

計画に沿って着実に実施している。他部門及
び他機関との連携を十分に行いつつ、研究開
発資源の有効活用に取り組むことを期待す
る。

17
Ⅰ.5.(2).
先端基礎研究

○年度計画に基づき将来の原子力科学
の萌芽となる未踏分野の開拓を進めた
か。
○国際的レベルでの真の先端基礎研究
が行われているか。
○成果の活用を視野に入れ、ステーク
ホルダーを意識した先端基礎研究活動
が進められているか。
○インキュベータとしての研究環境の
充実と人材育成に取り組んでいるか。

○年度計画に基づき、超重元素核科学、アクチノイド物質科学、極限物質制御科学、物質生
命科学の分野で8つの研究を推進し、フラーレン(C60)の化合物に巨大なトンネル磁気抵抗効
果が存在することを発見してその新しい応用の可能性を示すなど、原子力科学の萌芽となる
未踏分野の開拓が進められている。
○世界的に著名な論文誌への発表や国際会議での招待講演による世界へのアピールを重視す
るとともに、外国人リサーチフェローの受け入れによる国際化等を図っている。
○積極的な論文投稿、国際シンポジウム、基礎科学セミナーの開催等、成果の活用を視野に
入れ、機構外より招聘したセンター長の下、各分野の著名なリーダー的研究者をグループ
リーダーとして、国際的COEを目指した先端基礎研究が進められている。
○特別研究生、学生実習生の受け入れや連携大学院教授等への派遣を行い、学生・院生の教
育や学位取得等の指導を行うとともに、研究者のフォローアップを行うなど、インキュベー
タとしての取り組みが行われている。

Ａ

計画に沿って着実に実施している。萌芽研
究、黎明研究によって各々の課題において個
別の成果が挙がっていることは評価できる。

18
Ⅰ.6.(１).
研究開発成果の普及と
その活用の促進

○年度計画に基づき研究開発成果の普
及とその活用、民間事業者からの要請
に応じた支援を進めたか。
○機構の研究開発成果の民間事業者に
よる利用を拡大するための取り組みが
行われているか。

○年度計画に基づき、日本原子力原子力研究所と核燃料サイクル研究開発機構の研究成果に
関する全データベースの統合を完了し、ホームページを通じて成果の一元的な発信を開始す
るとともに、1039編の査読付論文の公開、ホームページによる研究開発成果情報の外部への
発信、各種成果報告会の開催等により情報発信に努めている。また、共同研究等の実施や、
施設一般公開を行うなど、高レベル放射性廃棄物の処理・処分技術の成果普及と理解増進活
動が行われている。民間事業者への技術移転については、要請に応じて技術者の派遣や教育
訓練、受託研究等が着実に進められている。このうち、再処理事業については、プラント性
能の最終確認段階である六ヶ所再処理工場のアクティブ試験期間中の即応体制を整備し、汚
染トラブル等への緊急支援として技術指導者の追加派遣やコンサルティングを行うなど、ア
クティブ試験の円滑な遂行に貢献している。
○新たに実施許諾契約を17件締結するなど、研究開発成果の利用を拡大する取り組みが行わ
れている。

Ａ

多数の論文を公表するとともに、研究開発成
果をインターネットで公開するなど成果の普
及は着実に実施されている。若者の原子力離
れに対し、研究開発や原子力関連施設への関
心を高めていく努力が求められる。民間核燃
料サイクル事業への技術支援については、事
業の進展にあわせて民間サイクル事業者の専
門家育成・技術レベルの向上に努めることが
必要である。特に、再処理事業について、操
業開始後の協力のあり方、要員協力のあり方
など、中長期的な協力・支援について検討す
ることも重要である。

19
Ⅰ.6.(2).
施設・設備の外部利用
の促進

○年度計画に基づき外部利用の拡大・
促進及び透明性の確保に向けた施策を
実施したか。
○外部利用者の意向を反映させるため
の施策を実施したか。
○各施設の利用に応じて利用者のコ
ミュニティーを支援する取り組みに努
めているか。

○年度計画に基づき、新たに4施設加えた16の共用施設の外部利用を進めるとともに、下期
には、さらに1施設を加え、利用の拡大に努めている。また、機構のホームページに利用案
内を掲載するとともに、分かりやすいパンフレットへの改訂や外部の研究会での紹介等、利
用の促進に努めている。さらに、外部の専門家を含む施設利用協議会で利用課題の採否を審
議するなど、透明性、公平性の確保に努めている。
○利用者の希望に応じて秘密保持契約を締結し、情報管理の徹底が図られている。
○施設毎に、利用者との双方向的な情報交換を行うためのホームページ開設やシンポジウム
の開催、また、学会、利用者懇談会等との連携を図るなど、利用者のコミュニティー形成を
支援する取り組みが行われている。

Ａ

計画に沿って着実に実施している。大学・産
業界を問わず使い勝手の良いものを世界中か
ら選んで使うことが求められている点に十分
に留意し、手続きの簡素化を図ると共に、国
内のみならず国外ユーザー獲得への努力を期
待する。

項目別－6



No. 評価項目 評価の視点 平成１８年度実績 評価 留意事項

20
Ⅰ.6.(3).
原子力分野の人材育成

○年度計画に基づき大学等と連携し、
原子力分野の人材育成に取り組んだ
か。

○年度計画に基づき、法定資格等の取得に関する研修や放射線利用等に関する研修、海外研
修等を実施するとともに、原子力安全･保安院等からの要請による臨時研修を実施するな
ど、原子力分野の人材育成に取り組んでいる。また、東京大学大学院原子力専攻及び原子力
国際専攻、並びに連携大学院への協力において、学生の受け入れ、教員・講師の派遣等、大
学との連携による人材育成に取り組んでいる。

Ａ

大学との連携が着実に進展していること、原
子力機構だけがなしえる主体的な役割を果た
しつつあることは評価できる。大学との連携
は大学、機構各々だけでは実現できない人材
育成の枠組みであり高く評価できる。量的、
質的に一層の充実を目指すことを期待する。
また、人材育成活動を積極的に行うために受
講者を増やす努力を期待する。

21
Ⅰ.6.(4).
原子力に関する情報の
収集、分析及び提供

○年度計画に基づき国内外の原子力に
関する情報を収集、分析し提供すると
ともに、機構が所有する科学技術情報
等を収集、整理し提供したか。
○関係行政機関の要請を受け関係行政
機関の政策立案や広報活動を支援して
いるか。
○機構内外の研究者への学術情報の提
供の拡大と迅速化に努めているか。

○年度計画に基づき、ユーザの意見を集約・反映した資料・雑誌購入計画を作成し、それに
基づき国内外の専門図書や学術雑誌等の原子力に関する科学技術情報や学術情報を収集・整
理し、提供している。
○原子力委員会からの要請による「2050年世界エネルギー技術見通し」等に関する情報提供
をはじめとして、文部科学省、経済産業省からの要請に応え、ウラン資源、核燃料サイクル
の動向等に関する情報提供、調査支援等が行われている。
○機構内において図書館ホームページによる拠点間貸出・複写申請システム等の電子図書館
機能の拡充を進めるとともに、外部に向けてはインターネットを介した目録情報発信システ
ムを設計して、科学技術情報提供の拡大と迅速化に努めている。

Ａ

国際的な情報発信の努力を評価する。研究機
関としての質を維持・向上するため、収集整
理した情報を外部へ提供するだけでなく、原
子力機構内部での情報の伝承・活用を一層進
めることを期待する。

22
Ⅰ.6.(5).
産学官の連携による研
究開発の推進

○年度計画に基づき産業界、大学等と
の連携を進めたか。
○産業界、大学等との連携は強化され
ているか。

○年度計画に基づき、原子力基盤連携センターでの産業界との連携や先行基礎工学研究協力
制度及び連携重点研究制度を通じた大学等との連携が進められている。
○産業界等の協力の下に運営している「原子力基盤連携センター」や機構と大学の委員で構
成する「大学との研究協力実施委員会」等により、産業界、大学等との連携強化が図られて
いる。

Ａ

「原子力エネルギー基盤連携センター」を中
心とした活動により有効に連携の機能が果た
されるとともに、連携重点研究制度の充実に
より、大学との連携が強化されている。原子
力機構がイニシアチブを取りつつ、連携を図
る計画が順調に立ち上がっていると評価され
る。今後、これらの連携・協力研究の継続的
な発展に制約を来たさないよう制度設計を進
めることを期待する。

23
Ⅰ.6.(6).
国際協力の推進

○年度計画に基づき国際機関の活動を
支援するとともに自ら機構の国際協力
を推進したか。
○国際協力により目指すものが明確に
なっているか。
○日本の技術が世界標準になるような
努力を行っているか。

○年度計画に基づき、IAEA、OECD/NEA、ITER等の国際機関の活動の支援や、国際協力協定の
締結等による国際協力が行われている。
○研究開発の効率的な推進、核不拡散等への国際貢献、アジア諸国の人材育成・技術支援等
の目的を明確にして国際協力が行われている。
○第四世代原子力システムに関する国際フォーラムのナトリウム冷却高速炉分野において先
導役となって協議を進めるとともに、高速増殖炉サイクル実用化研究開発を進める上で国際
標準技術として通用し得る開発目標等の見直しを行うなど、日本の技術が世界標準になるよ
う努めている。

Ａ

計画に従って着実に実施している。ＦＢＲや
高レベル放射性廃棄物に係る二国間、多国間
協力は積極的に進める必要がある。アジア諸
国の人材育成・技術支援は我が国が原子力平
和利用の指導的立場を維持していく上で重要
である。また、GNEPやアジア諸国への国際貢
献に当たり、国際協力により目指すものが明
確になっているか、日本の技術が世界標準に
なるような努力を行っているかとの視点は極
めて重要であり、引き続き努力を重ねること
を期待する。今後の国際協力と競争に関し戦
略的に行動するよう期待する。

項目別－7



No. 評価項目 評価の視点 平成１８年度実績 評価 留意事項

24
Ⅰ.6.(7).
立地地域の産業界等と
の技術協力

○年度計画に基づき立地地域の産業
界、大学等との間での連携協力活動を
展開したか。

○年度計画に基づき、関西・中京圏の大学・研究機関との連携促進のための「原子力研究・
教育広域連携懇談会」に参画するなど、福井県のエネルギー研究開発拠点化計画、茨城県の
サイエンスフロンティア構想、東濃研究学園都市、北海道内研究開発機関等との連携協力活
動が展開されている。また地域企業との連携を促進する取り組みが行われている。

Ａ

立地地域での産業界との技術協力は各地域で
広く展開され、着実に実績を上げている。産
業界との連携協力活動をより進めるための更
なる工夫を期待する。また、各地域で特色あ
る取組が実施されているが、それらのグッド
プラクティスが共有されることを期待する。

25

Ⅰ.6.(8).
社会や立地地域の信頼
の確保に向けた取り組
み

○年度計画に基づき社会・立地地域の
信頼の確保に向けて取り組んだか。
○地域の住民等とリスクに関する情報
を共有し相互理解を深める活動への取
り組みを行っているか。

○年度計画に基づき、対話集会、モニタ制度等の広聴・広報活動を実施するなど、社会・地
域の信頼確保に向けた取り組みが行われている。さらに、研修の実施、メールマガジンの発
行やハンドブックの配布等、機構内におけるコンプライアンス活動が推進されている。ま
た、公的研究費の不正使用等の防止に向けた取り組みも行われている。
○地域住民等に対し、事業に伴う事故・トラブル等のリスク情報を提供し、対話を通じて相
互理解を深めるための取り組みが行われている。

Ａ

地道な活動が継続されており、例えば、福井
の地元において、もんじゅの運転再開容認の
割合が増加したことは、社会や立地地域から
の信頼確保に向けた取り組みの大きな成果で
ある。なお、リスク評価に基づく予防保全な
ど、安全確保に関する基本的な考え方や姿勢
については、引き続き地元の人々と十分に話
し合うことを期待する。

26
Ⅰ.6.(9).
情報公開及び広聴・広
報活動

○年度計画に基づき国民の科学技術へ
の理解増進を図り、機構の研究成果を
積極的に発信したか。
○国民等へのサービスのニーズを的確
に捉える取り組みを行っているか。
○国民の研究活動・科学技術への興味
や関心を高めるための双方向コミュニ
ケーション活動であるアウトリーチ活
動の推進のための取り組みが行われて
いるか。

○年度計画に基づき、ホームページ、メールマガジンや広報誌の発行等により、機構の研究
開発成果の積極的な発信が行われている。
○暮らしとエネルギー問題を関連させた女性向けパンフレットの作成や、サイエンスキャン
プ受け入れ等による若年層の理解促進活動等、ニーズを捉える取り組みが行われている。
○アウトリーチ活動に対し、部門・拠点毎に既存の活動を調査し、機構としての実施体制の
準備が行われている。

Ａ

広報活動・情報公開活動は計画通り実施さ
れ、充実したHPに多数のアクセスが寄せられ
ていることは評価できる。国民の原子力利用
に関する理解増進活動が行われ、アウトリー
チ活動などの積極的な活動実施は評価でき
る。WEBによる情報収集は国際的に金銭的・時
間的資源の有効活用に資するほか、透明性、
公平性にも通じることから更なる工夫と更新
を期待する。また、国民の原子力利用への理
解増進に向けた継続的な活動を期待する。原
子力機構が管理・運営している各種展示館が
地域の理科学習の拠点となるような取組を期
待する。

Ａ －

27
Ⅱ.１.
柔軟かつ効率的な組織
運営

○年度計画に基づき柔軟且つ効率的な
組織運営に取り組んでいるか。
○理事長のリーダーシップにより効率
的な業務運営に取り組んでいるか。
○事業の選択と経営資源の集中に取り
組んでいるか。

○青森事務所、業務効率化推進室やJMTR検討のための材料試験炉計画準備室の設置等、組織
体制の見直しを行うとともに、外部の有識者等で構成する経営顧問会議や研究開発顧問会を
活用し、柔軟且つ効率的な組織運営に取り組んでいる。
○経営管理サイクル（PDCA）による経営管理制度を継続し、課題把握や対応方針の指示を行
うなど、理事長のリーダーシップを発揮した業務運営に取り組んでいる。
○主要な事業としてJ-PARC、もんじゅ、ITER計画、高レベル処分研究に経営資源の集中を図
るとともに、理事長調整財源を設け、経営課題や研究開発促進に配分するなど、事業の選択
と経営資源の集中に取り組んでいる。

Ａ

柔軟な組織運営の形は整った。形はできたの
でそれをどう活かすかが今後の問題であり、
現場の意識改革が重要と思われる。主要４事
業への経営資源の集中的投入が業務運営効率
化にどの程度寄与しているか、研究成果に結
びついているかについて、今後検証する必要
がある。法人の経営管理手法として経営顧問
会議や研究開発顧問会を設置しているが、経
営管理制度としてどのような手法を用いるの
か更なる検討が必要である。理事長のリー
ダーシップの下、メリットを生み出せるよう
柔軟かつ効率的な組織運営を更に期待する。

Ⅱ．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

項目別－8



No. 評価項目 評価の視点 平成１８年度実績 評価 留意事項

28
Ⅱ.2.
統合による融合相乗効
果の発揮

○年度計画に基づき基礎・基盤研究と
プロジェクト研究開発の間の連携・融
合・統合等が効果的に進められている
か。
○管理部門の削減は、計画に基づき現
実的に行われているか。
○統合の効果を生かす体制整備が行わ
れているか。
○インフラを効果的・効率的に利用で
きる仕組みの構築に取り組んでいる
か。

○年度計画に基づき、統合による融合相乗効果の発揮については協議体によって部門間連携
の促進を図っているほか、連携・融合研究制度の立上げによって部門拠点間連携を加速させ
るなど、基礎・基盤研究とプロジェクト研究開発の間の連携・融合等が効果的に行われてい
る。
○管理部門については、業務量や人員配置等を精査しつつ、19人の人員削減が行われてい
る。
○基礎･基盤研究を進める部門とプロジェクト研究開発を進める部門の間の協議体による連
携強化等、統合効果を生かす体制整備が行われている。
○インフラリストを更新するとともに、イントラ・ネットを活用したインフラリストの周
知、原子力科学研究所での機器利用に対する相談窓口の設置等、効果的・効率的に利用でき
る仕組みの構築に取り組んでいる。

Ａ

基礎・基盤研究とプロジェクト研究開発の融
合が促進されている。理事長調整財源による
連携・融合研究制度はリーダーシップとして
高く評価できる。計画が採用された研究者へ
の職務および評価への配慮が十分になされる
こと、継続的な発展への制度設計が図られる
ことを期待する。インフラの効果的・効率的
利用については、機構イントラネットによる
供用機器リストが作成され、共同利用・分析
機器・技術等の相談窓口が作られている。イ
ンフラ利用の効率化だけでなく、基礎・基盤
研究とプロジェクト研究開発間の融合として
も大きな意味がある。また、原子力機構の重
要なミッションについて、融合相乗効果が十
分進んだか、さらに進めるとすればどのよう
なところであるかの分析も重要である。

29

Ⅱ.3.
産業界、大学等、関係
機関との連携強化によ
る効率化

○年度計画に基づき研究開発課題の設
定や研究内容に関して産業界、大学や
関係行政機関との連携はとられている
か。

○年度計画に基づき、原子力基盤連携センターの運営や先行基礎工学研究協力制度及び連携
重点研究制度等を通じ、研究開発課題の設定や研究内容に関して産業界、大学等との連携が
図られている。

Ａ

計画通り進捗し、連携が進んでいる。先行基
礎工学研究協力制度や連携重点研究制度につ
いて、どのように原子力機構の事業に活用す
るのかについて、より明確にする必要があ
る。

30
Ⅱ.4.
業務・人員の合理化・
効率化

○年度計画に基づき業務・人員の合理
化・効率化が行われているか。
○業務の効率化は計画に基づき現実的
に行われているか。
○人員の合理化は計画に基づき現実的
に行われているか。
○研究者・技術者の確保や技術等の伝
承が適切に行われる運用が図られてい
るか。
○任期付職員と任期付以外の職員のバ
ランスや女性職員の比率に配慮した運
用が図られているか。
○各種事務手続きの簡素化・迅速化が
図られているか。

○年度計画に基づき、一般管理費の削減、事業費の効率化、人員の削減、一元化した基幹業
務ソフトウェアシステムの着実な運用等、業務・人員の合理化・効率化が行われている。ま
た、給与水準の国家公務員の水準等との比較が行われている。
○業務の効率化に当たっては、事務の合理化、簡素化及び業務の効率化等のさらなる推進を
目的に、アンケートによる改善点の抽出を行うとともに、業務効率化推進室や業務効率化推
進委員会の設置による体制強化を図り、平成19年度業務効率化推進計画が取りまとめられて
いる。
○人員の合理化に当たっては、業務量と人員配置等を精査の上、中期計画を達成するための
計画により現実的に進められている。
○人員の合理化に際し、業務量と人員配置等について各組織のヒアリングを行いつつ、研究
者・技術者の確保や技術等の伝承が適切に行われるよう努めている。
○任期付任用制度の積極的活用の観点から、本部と各部門、拠点等が連携しながら任期付職
員の計画的な採用が行われている。また、男女共同参画推進委員会を設置するなど、男女共
同参画の推進に努めている。
○各種事務手続きの簡素化・迅速化については、回議書や業務連絡書の電子決裁のためのシ
ステムの整備、業務効率化推進室の設置等の体制の強化、平成19年度業務効率化推進計画の
取りまとめ等、簡素化・迅速化の推進に努めている。
○市場化テスト導入については、施設の管理・運営等について検討を行っている。
○実用化を目指す研究開発は最終的には民間に移転すべきとの観点から、研究開発の進捗に
従った事業内容の見直しと検討を行っている。

Ａ

計画に基づき業務・人員の合理化・効率化が
行われている。若手の確保は機構としての研
究発展や技術の継承に不可欠であり、任期付
／非任期職員の適切なバランス確保は極めて
重要である。必要な研究開発が適切に行わ
れ、技術の継承がうまくいくという観点で問
題が生じていないかの検証が必要である。

31
Ⅱ.5.
評価による業務の効率
的推進

○年度計画に基づき評価による業務の
効率的推進が実施されているか。

○年度計画に基づき、研究開発課題の外部評価計画で予定した2つの課題について中間評価
が行われている。

Ａ

評価は緒についたばかりだが、計画どおり実
施している。外部評価に加えて、研究開発・
課題評価委員会に状況報告を行い、意見交換
等を実施しているなど積極的、効率的に推進
していると評価できる。
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No. 評価項目 評価の視点 平成１８年度実績 評価 留意事項

Ａ －

32
Ⅲ.１.2.3.
予算、資金計画、収支
計画

○予算は適正かつ効率的に執行されて
いるか。
○業務毎に財務内容の実績評価ができ
るデータが出せるよう検討している
か。

○適正な財務管理がなされている。
○主要な業務毎に財務内容の実績評価ができるデータが容易に出せるよう財務管理システム
の検討が行われており、平成19年度から運用できるようになっている。

Ａ

計画に沿って、順調に実施されるとともに、
18年度の財務内容が的確に提示されており評
価できる。なお、事業分野別の人件費が読み
取れるような工夫を期待する。

33
Ⅲ.4.
財務内容の改善に関す
る事項

○年度計画に基づき多様な外部機関か
らの資金の導入が図られているか。
○年度計画に基づき固定的経費の削減
が行われているか。
○年度計画に基づき競争契約の拡大な
ど調達コストの削減が行われている
か。
○自己収入増加のために適切な方策が
講じられているか。
○固定的経費の削減は計画に基づき現
実的に行われているか。

○年度計画に基づき、受託研究や共同研究を積極的に展開するとともに、研修事業での第3
種放射線取扱主任者免状に係る登録講習機関としての認可の取得、特許収入増加のための
オープンセミナーの開催、共用対象施設の増加等、外部資金の確保に努めている。
○年度計画に基づき、施設の維持管理に係る固定的経費の削減が行われている。
○年度計画に基づき、競争契約を拡大し、随意契約による契約件数の割合が目標48％以下に
対し40％を達成するなど、調達コストの低減に努めている。また、関連会社との契約状況及
び入札等の契約に係る情報が示されている。
○競争的資金への応募の奨励、研修事業における第3種放射線取扱主任者免状登録講習機関
認可、特許実施許諾増加を目指したイベント参加、共用対象施設の増加等、自己収入増加に
努めている。
○固定的経費の削減に当たっては、中期計画期間を達成するための現実的な計画により進め
られている。
○減損会計の適用等により、資産の活用状況等についての評価が行われている。
○関連公益法人等との関係が示されている。

Ａ

計画に沿って、順調に実施されるとともに、
自己収入増加のため、科研費などの競争的資
金の獲得の増大、施設有料化などの努力が認
められる。また、固定経費の削減、競争的契
約の拡大が計画以上に達成され、調達コスト
の削減が図られている。

－ －

34
Ⅳ．
短期借入金の限度額 － － － －

－ －

35

Ⅴ．
重要な財産を譲渡し、
又は担保に供しようと
するときは、その計画

－ － － －

－ －

36 Ⅵ．
剰余金の使途

○目的積立金を取り崩している場合、
その使途は中期計画に定めた方針に
則った適切なものであるか。 － － －

Ⅲ．予算(人件費の見積りを含む。)、収支計画及び資金計画

Ⅳ．短期借入金の限度額

Ⅴ．重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画

Ⅵ．剰余金の使途
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No. 評価項目 評価の視点 平成１８年度実績 評価 留意事項

Ａ －

37
Ⅶ.1.
安全確保の徹底と信頼
性の管理に関する事項

○年度計画に基づき安全確保の徹底と
核物質管理が行われているか。

○年度計画に基づき、「平成18年度安全衛生基本方針」に基づく安全活動や、核物質管理が
行われている。安全に係る品質保証活動については18年度のマネジメントレビューを19年度
品質方針に反映するなど、継続的改善が行われている。

Ａ

計画に沿って着実に実施している。安全確保
と核物質の管理は徹底して行われていると評
価される。安全文化を事業の第一の方針とし
て定着させようとする努力が認められる。信
頼性は安全確保の徹底とその継続によって醸
成されるものであり、安全を常に最優先とし
て引き続き進めることを期待したい。また、
安全確保のためには、現場において職員の創
意工夫が活かされ、職員が誇りをもって業務
に従事できる環境、システムの整備を、引き
続き進めることを期待する。なお、原子力科
学研究所の非管理区域における核燃料物質に
よる汚染の問題の対応・対策については、来
年度評価を行いたい。

38
Ⅶ.2.
施設・設備に関する事
項

○年度計画に基づき施設・設備の機能
の重点化、集約化を進め、業務の遂行
に必要な施設・設備に重点化して施
設・設備の更新・整備が行われている
か。

○年度計画に基づき、施設・設備の重点化・集約化が進められているとともに、業務の遂行
に必要な施設の整備等が進められている。

Ａ

計画に基づき、施設・設備の廃止・更新整備
が進められている。廃止すべき施設や設備の
措置の進捗段階においては、廃止技術の開発
と水平展開、及び統合のメリットにも結びつ
く更新、整備が期待される。

39

Ⅶ.3.
放射性廃棄物の処理・
処分並びに原子力施設
の廃止措置に関する事
項

○年度計画に基づき放射性廃棄物の処
理処分及び原子力施設の廃止措置が行
われているか。
○放射性廃棄物の処理・処分並びに原
子力施設の廃止措置は計画的、安全か
つ合理的に実施されているか。
○原子力施設の廃止時期及び廃止方法
の検討を行うにあたり、当該施設の利
用者の意見等も考慮されているか。

○年度計画に基づき、放射性廃棄物については処理、保管管理を進めるとともに、施設の廃
止措置については、計画に掲げる各施設について廃止措置、整理・合理化のために必要な措
置が行われている。また、廃棄物処分について浅地中処分相当廃棄物に係る事業計画の検討
等を進めるとともに、廃棄物処分事業に係る国での制度化検討等への協力が行われている。
一方で、放射能レベルの高いRI･研究所等廃棄物の処理を目的とする施設の許認可手続きに
遅れが生じている。
○今後の廃棄物発生動向等を踏まえた廃棄体化処理施設の検討整備、原子炉施設の廃止措置
計画認可手続きを進めるとともに、クリアランスレベル適用検討を行うなど、計画的、安全
かつ合理的に実施できるための取り組みが行われている。
○機構のJMTR利用検討委員会や文部科学省の科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会に
おけるJMTRの活用意見を受け、JMTRの改修･再稼働を機構の事業として推進することを決定
するとともに、外部利用者の意見を継続的に集め、今後の改修・再稼動計画に反映する仕組
みを検討するなどの取り組みが行われている。

Ｂ

廃止措置に係る施設の許認可手続きが一部遅
れている。今後、事業が順調に進められるこ
とを期待する。また、原子力機構が先頭に
立って、RI・研究所等廃棄物の処理・処分の
道筋を付けていくことを期待する。放射性廃
棄物の処理・処分並びに原子力施設の廃止措
置の重要性に鑑み、適切な予算確保を期待す
る。また、放射性廃棄物の処理・処分につい
ては地元住民の不安が残らないような対策を
講じていくことを期待する。

40 Ⅶ.4.
人事に関する計画

○年度計画に基づき組織横断的且つ弾
力的な人材配置を促進したか。
○職員の能力と実績により、適材適所
の人事配置が行われているか。

○年度計画に基づき、機構内各組織の業務運営状況に応じた人材再配置、任期付き研究員の
採用が行われている。
○管理職者を対象に、新人事評価制度を導入するとともに、昇任審査制度を取り入れるな
ど、能力と実績に基づく適材適所の人材配置のための取り組みが行われている。

Ａ

異なった評価システムを有する旧２法人で
あったが、統合後の努力が見られる。任期付
き若手研究員の処遇の検討が今後の重要な課
題と考えられる。また、研究者だけでなく、
研究マネジメントが出来る人材の育成も今後
一層重要である。人事配置は、人材育成の視
点も考慮した戦略的な取組が必要である。組
織目標のより良い達成につながる研修プログ
ラムと、それを促す人事評価システムが必要
である。また、今後とも評価の公平性を維持
するための取り組みが重要である。

Ⅶ．その他の業務運営に関する事項
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